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要旨：本研究では，RC 造建物について残存耐震性能を評価することを目的とし，建築基準法の
限界耐力計算法に基づいて作成した模擬地震波を入力波としてRC造の 4階建て建物の 1階柱（腰
壁垂れ壁付き）を想定し擬似動的実験を行った。柱の最大応答と残留ひび割れ幅などの損傷状況

の関係を検討し静的漸増載荷実験結果と比較した。また，地震波の倍率を決めるため行った等価

1質点系の地震応答解析結果と比較した。 
キーワード： RC造，柱，地震波，擬似動的実験，残存耐震性能，残留ひび割れ幅，損傷度 

 
1. はじめに 
2001 年に改訂された日本建築防災協会の「震災

建築物の被災度判定基準および復旧指針」1）（以下，

被災度区分判定基準）では，地震被害を受けた RC

造建物の被災度を，文野・前田らの静的漸増載荷

実験 2)結果から得られた部材の残留ひび割れ幅（損

傷度）と荷重－変形曲線から評価した残存エネル

ギー吸収能力の関係を定量化して求めた部材の耐

震性能低減係数ηに基づいて評価する 3)こととし

ている。この静的漸増載荷実験結果から定量化し

た部材の耐震性能低減係数ηの妥当性を検討する

ために，鄭らは１質点系の弾塑性地震応答解析を

行った 4)。また，筆者らは，4階建て RC造建物の

1 階柱を想定しサブストラクチャー擬似動的実験

を行った 5)。その結果，部材の損傷度と耐震性能低

減係数ηの関係は，実地震波による不規則な変位

履歴を経験した構造物の被災度の評価にも適用可

能であり，耐震性能低減係数ηを用いて，震災 RC

造建物が被災後に耐えられる入力地震動レベルを

概ね安全側に評価できることが確認できた。しか

しながら，筆者らが昨年行った実験の試験体（静

的漸増載荷実験２）の試験体を含めて 4 体）は曲げ

降伏後に付着割裂破壊する試験体であり，曲げ降

伏後にせん断破壊する部材に対しての残存耐震性

能の評価は未検討である。また，擬似動的実験で

検討した地震波が 1波（Kobe NS成分）のみと限ら

れたものである。 

そこで本研究では，曲げ降伏後にせん断破壊す

る部材について残存耐震性能を評価することを目

的とし，建築基準法の限界耐力計算法 6)に基づいて

作成した模擬地震波を入力波としてRC造 4階建て

建物の 1 階柱を想定して擬似動的実験を行い残存

耐震性能の評価を行う。また，柱の最大応答と残

留ひび割れ幅などの損傷状況の関係を検討し静的

漸増載荷実験と比較する。また，地震波の倍率を

決めるため行った等価 1 質点系の地震応答解析結

果と比較する。 

 
2. 残存耐震性能の評価方法 

被災度区分判定基準では，部材の残存耐震性能

を耐震性能低減係数ηで評価する。耐震性能低減係

数ηは，文野・前田らの静的載荷実験結果 2)から得

られた部材の残留ひび割れ幅（損傷度）と片押し

荷重変形関係の包絡線におけるエネルギー吸収能

力に基づいて，式（1）で定義し，表－1 のように

与えている。 

r

d r

E
E E

η =
+
      （1） 

ここで， : :d rE E消費エネルギー、 残存エネルギー吸収能力  

鄭らは文献 4)で，建築物の耐えうる地震力の大

きさを用いて残存耐震性能を評価した。すなわち，

図－1のように，無損傷時に耐えられる（ちょうど
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終局限界に達する）地震力の大きさ 0A と，ある損 

表－1 耐震性能低減係数η1) 

損傷度 1)せん断柱 2)曲げ柱 

I 0.95 0.95 
II 0.6 0.75 
III 0.3 0.5 
IV 0.0 0.1 
V 0.0 0.0 

傷度（Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ）が生じた後に耐えられる

地震力の大きさ diA の比である式（2）を，残存耐

震性能率 dynR と定義し，残存耐震性能を評価した。 

0

di
dyn

A
R

A
=       （2） 

本研究では，鄭らの定義に基づき，試験体 2 体

について擬似動的実験を行い部材の残存耐震性能

を評価し，被災度区分判定基準の部材の耐震性能

低減係数ηと比較した。 

 
3. 実験概要 
3.1 試験体 

試験体は，地震応答時の柱の残留ひび割れ幅な

どの損傷状況を逐次観察するためにできるだけ実

大に近い大きさとし，柱断面 400mm×400mm，柱

内法寸法 1600mm，せん断スパン比は 2.0 とした。

試験体は，擬似動的実験（2体）と静的漸増載荷実

験（1体）の計 3体で形状・配筋全て同一仕様であ

る。試験体の形状及び配筋図を図－2に，試験体構

造諸元と材料特性を表－2，3に示す。 
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3.2 実験方法及び加力装置 

3.2.1 加力装置 

加力装置は擬似的動的実験と静的載荷実験とも

に同じ装置を用いて行った。図－3 に示すように，

水平ジャッキ 1 台と鉛直ジャッキ 2 台の計 3 台を

用いて，試験体に逆対称曲げせん断力を作用させ

た。すなわち，水平ジャッキによりせん断力を加

え，鉛直ジャッキにより，上スタブの回転を制御

すると同時に一定軸力（899kN）を載荷した。 
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3.2.2 数値積分法 

擬似動的実験の際に応答計算の数値積分法は中

島らにより提案されているオペレータ・スプリッ

ティング法 7)を用いた。なお，応答解析の時間刻み

表－3 材料特性 

コンクリート 鉄筋 

Bσ  
(Mpa) 

cuε  
(%) 

鉄筋径 yσ  
(Mpa) 

yε  
(%) 

主筋Ｄ16 
(SD345) 389 0.210 28.7 0.21 

横補強筋
D6 (SD295) 420 0.249 

Bσ :圧縮強度， cuε :圧縮強度歪度， yσ :降伏強度， 

yε :降伏歪度 

表－2 試験体構造諸元 

B D×
 0h  主筋 tp  横補強筋 pw 

400
×400 1600 10－Ｄ16 0.50 2－D6@80 0.20 

B D× :幅(ｍｍ)×せい(mm)， 0h ：内法寸法(mm)， tP ：引

張り鉄筋比(%)， wP ：せん断補強筋比(%)  

図－3 加力装置（単位 mm） 

図－2 試験体形状及び配筋図（単位 mm） 
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は 0.005秒とし，粘性減衰は降伏時剛性に比例させ，

その時の 1次固有周期に対する減衰定数 2%とした。 

3.2.3 載荷パス及び入力地震波 

試験体は 3 体について実験を行った。静的実験

（1体）による試験体を ST，擬似動的実験（2体）

による試験体を PS－3，PS－0と称する。 

静的実験における載荷履歴を図－4に示す。載荷

は変位制御により±1/400，±1/200，±1/100，±1/67，

±1/50，±1/33，±1/25各サイクルを 2サイクルず

つ行い，耐力低下が認められた時点，または，耐

力が最大耐力の 50％程度に低下した時点で終了と

した。ただし，±1/100 のサイクル後，±1/50，±

1/33 のサイクル後にそれぞれ±1/400 と±1/200 の

小振幅を１サイクル行った。 

擬似動的実験の際に使用した入力地震波は，建

築基準法の限界耐力計算法に基づいて第 2 種地盤

に対する加速度応答スペクトル（h=5%）を設定し，

そのスペクトルに合致するような加速応答スペク

トルを持つ模擬地震波を作成した。包絡線関数は

Jenings型とし主要動の長さは 5秒とした。 

図－5に入力地震波の加速度時刻暦を，図－6に

目標加速度応答スペクトルを示す。 
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 擬似動的実験は試験体 2 体について行い，応答

計算時の質量は，柱に作用させた軸力 899kN とし

た。試験体の弾性時および降伏時剛性に基づく周

期はそれぞれ，0.20secおよび 0.32secである。載荷

には表－4 のように入力倍率を変化させて地震波

を入力した。すなわち，試験体 PS－0 は無損傷時

の耐震性能を評価するため 1 回の入力で破壊させ

るように計画した。一方，試験体 PS－3 は損傷度

ⅡないしⅢ程度の損傷が生じた後の残存耐震性能

を評価するため，1回目の入力で損傷度Ⅱ～Ⅲ程度

の損傷を生じさせた後に 2 回目入力で破壊させる

よう計画した。PS－3の実際の加力では，４で詳し

く述べるように 1 回目入力では目標とする損傷度

Ⅱに達しなかったため，入力倍率を上げて 2 回目

の入力を行って，目標の損傷度Ⅱを生じさせた。

その後，3回目入力で破壊させる計画だったが損傷

度Ⅲに留まったため，4 回目の入力で破壊させた。

地震波の入力倍率は，後述する地震応答解析結果

に基づいて設定した。 

 

4．実験結果 

各試験体の荷重－変位関係及び最終的な破壊状

況をそれぞれ図－7と図－8に示す。 

静的漸増載荷実験及び擬似動的実験の試験体の

全てが，破壊するまで耐力低下があまり観察され

ず最終的にせん断で破壊した。 

試験体の STは，図－7に示すように，曲げひび

割れの発生後にせん断ひび割れが発生し，部材角

0.6%程度で主筋が降伏し、正負側ともに部材角 1%

付近で最大耐力に達した。その後目立った耐力低

下が見られず，部材角 2.5%付近で柱頭ヒンジ領域

のせん断ひび割れが急激に開くとともにせん断補

強筋が破断し，軸力が保持できなくなり破壊した。 

表－4 入力レベル 

試験体 入力 入力倍率 目標損傷度 実際の
損傷度 

PS－0 1回目 0.85倍 V Ⅴ 
1回目 0.40倍 Ⅱ Ⅰ 
2回目 0.55倍 Ⅱ Ⅱ 
3回目 0.70倍 Ⅴ Ⅲ 

PS－3 

4回目 0.70倍 V Ⅴ 

図－4 載荷履歴 

図－5 入力地震波の加速度時刻暦 
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試験体 PS－0 は，1回目入力で，正負方向とも部

材角 0.25％の付近で曲げひび割れおよび曲げせん

断ひび割れが生じ，部材角が 0.6％で曲げ降伏した。

その後，部材角 R=±1.25%程度で，上下危険断面付

近の圧壊が生じ，柱頭ヒンジ部分のせん断ひび割

れが開きせん断破壊した。 

試験体 PS－3 は，1回目入力では，9秒付近で部

材角 0.75%（12mm）の最大変形が生じたが，目標

とする損傷度Ⅱまでは至らなかったため，入力倍

率を上げて，2回目の入力を行った。2回目入力で

は，曲げ及びせん断ひび割れ幅が進展し，最終的

には最大応答部材角 1.0%程度の変形が生じ，損傷

度 II 程度になった。試験体を破壊させることを計

画した 3 回目の入力では，危険断面付近の圧縮側

コンクリートの剥落が生じ，部材角 2.0%程度の最

大変形が生じたが，損傷度Ⅲ程度に留まった。4回

目入力では，ヒンジ領域のコンクリートの圧壊が

進展し，8.8秒付近でせん断補強筋が破断するとと

もに耐力低下して軸力を保持できなくなり破壊し

たために，載荷を終了した。 

  

擬似動的実験の試験体の部材角が 0.25%，0.5%，

１%，1.5%，2%，2.5%を更新した後の除荷時（水

平荷重が 0 のとき）について，曲げ，せん断ひび

割れ幅（以下，残留ひび割れ幅）をクラックスケ

ールで計測し，静的漸増載荷実験結果と比較した。

各試験体について，各サイクルピーク時の部材角

と最大残留ひび割れ幅の関係を図－9に示す。 

図－9によると，曲げ，せん断ともに残留ひび割

れ幅は，ピーク時部材角に比例的に増加する傾向

が見られ，同程度の部材角に対しては，擬似動的

実験と静的実験の残留ひび割れ幅は同程度である。 

 

5. 応答解析と実験結果の比較 

擬似動的実験の試験体（PS－0，PS－3）に対して，

目標とする損傷（応答変形）を生じさせる地震波

（a）ST   （b）PS－0 （ｃ）PS－3（1 回目）

（d）PS－3 

（2 回目） 

（d）PS－3 

（3 回目） 

（d）PS－3 

（4 回目） 

図－8最終破壊状況 

図－9 経験部材角－ひび割れ幅関係 

図－7荷重－変位関係 
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の入力倍率を設定するため，実験開始前に擬似動

的実験と同様の解析モデルによる応答解析を行っ

た。解析モデルは 1 質点系とし，復元力特性は

Takeda－Slipモデル 8）とした。復元力特性の包絡線

は，図－10に示すように静的漸増載荷実験（ST） 

の実験結果を参考に設定した。初期剛性 K は計算

値とし，ひび割れ変形は試験体 STで初ひび割れが

観測された時点の変形とした。降伏点の変形 yd お

よび荷重 yF は，以下の 2 通りの値としたモデルを

設定した。すなわち，試験体 STの降伏点（危険断

面の引張主筋の 50%が降伏ひずみに達した時点）

とした場合（Case1），および，ひび割れ後剛性を
Case1 と同一とし，降伏荷重 yF を実験の最大荷重

maxQ とした場合（Case2）を考えた。履歴モデルは

Takeda－Slipモデル 8）で，試験体 STの各載荷サイ
クルの等価粘性減衰定数 eqh が等しくなるように，

除荷時剛性低下係数α＝0.7とスリップ剛性低下係

数γ＝0.2を設定した。 
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図－11 には最大応答変形（部材角）と入力地震

波の倍率との関係を，実験結果と併せて示す。解

析は，無損傷のモデルに地震波を入力した場合（図

中で 1 回目入力）と，1 回目入力で PS－3 の 1,2,3

回目入力の最大応答変形の実験値に相当する部材

角 0.6%, 1,2%, 2.4%を生じさせた後に，継続して再

度地震波を入力した場合の結果を示した。図中の

部材角 3%は，静的実験の試験体 ST がせん断破壊

した時点である。 

図－11に示したように，2Caseの解析結果は，降
伏強度 yF が大きい Case2 の方が若干最大応答部材

角が小さいが，それほど大きな差は見られない。

最大応答変形が降伏変形程度の PS-3の 1回目（□）

および 2回目（回）は，それぞれ解析結果の「1回

目入力」および「0.6%入力後」とほぼ一致してい

る。これに対して，せん断破壊が発生した PS－0

の 1 回目（●）と PS－3 の 3 回目（■）の最大応

答変形は，対応する解析結果（それぞれ「1回目入

力」および「2.4%入力後」）よりもかなり小さい。

これは，応答解析では降伏後も無限に耐力低下し

ない復元力モデルを用いているのに対して，実験

ではせん断破壊が生じ軸力を保持できなくなった

時点で実験を終了したためである。各ケースの 1

回目（―）と部材角 0.6%入力後（…）の解析結果

を見ると，地震波の入力による最大応答部材角は

大きな差が見られない。それは，前述したように

地震波倍率 0.４を入力した PS－3 の 1 回目は損傷

度Ⅰ程度でほとんど損傷を受けてないためである。 

  6. 入力地震動レベルに基づく残存耐震性能評価 

本研究の各試験体が，最終的に破壊したときの

地震波入力倍率から式（2）により求めた残存耐震
性能率 dynR と実験開始時の損傷度の関係を，昨年

の実験結果 5）と併せて，図－12 と表－6 に示す。

また，図－12 の中には，表－1 の被災度区分判定

基準の耐震性能低減係数ηと比較のためあわせて

示した。昨年の実験は，曲げ降伏後比較的小さな

変形で付着割裂破壊する柱についてKobe波を入力

地震動として本研究と同様な擬似動的実験を行っ

表－5 解析モデル 
 cd  
（mm） 

cF  
（kN） 

yd  

（mm） 
yF  

（kN） 
3K  

Case1 2.00 179.60 9.20 320.00 K /1000 
Case2 2.00 179.60 10.51 345.62 K /1000 

cd :ひび割れ変位， cF :ひび割れ強度， yd :降伏変位， 

yF :降伏強度， 3K :降伏後剛性， K :弾性剛性 

図－10 変形と損傷度の関係 

図－11 部材角と入力地震波の倍率との関係 
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部
材
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)
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図－12 損傷度と地震波倍率関係 
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文献 5）の実験結果

残
存
耐
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性
能
率

R
dy

n

0.00

PS－0

PS－3

0.50

0.82

0.68

無被害

たものであり，表－6に示すように，無損傷の試験

体 PSD5 は入力倍率 0.60 倍，損傷度Ⅱ，Ⅲの試験

体 PSD2，3はそれぞれ 0.41，0.30倍を入力して破

壊した。 

本実験の結果から，試験体 PS－0は，1回目入力

（無被害）で 0.85倍の入力で破壊し，試験体 PS－

3 は，損傷度Ⅲの損傷状態で地震波倍率 0.70 の入

力で破壊したことから，式（2）で 0A =0.85，損傷

度Ⅲに対する diA =0.70 として損傷度Ⅲに対する残

存耐震性能率を求めると， dynR =0.82となる。本実

験の柱の終局部材角が 3%（塑性率≒5），昨年の実

験の柱の終局部材角が 1.5%（塑性率≒2.5）である

ことから，前者が被災度区分判定基準の曲げ柱，

後者がせん断柱に対応すると考えると，表－1の耐

震性能低減係数ηは，これらの実験から得た残存耐

震性能率 dynR を概ね低めに，すなわち安全側に評

価している。以上より，被災度区分判定基準の耐

震性能低減係数ηを用いて震災 RC 造の残存耐震

性能の評価を行うと，被災後の建物が耐えられる

入力地震動のレベルを概ね安全側に評価している

ことが確認できた。 

 

7. まとめ 

RC 造のせん断破壊型の部材について残存耐震

性能を評価することを目的とし，限界耐力法に基

づいて作成した模擬地震波を入力波として RC 造

の 4 階建ての 1 階柱を想定し擬似動的実験を行っ

た。その結果，被災度区分判定基準のせん断柱の

耐震性能低減係数ηは，せん断で破壊した本実験と

付着で破壊した昨年の実験から得た残存耐震性能

率 dynR を 2 つとも低めに評価している。また，模

擬地震被を用いた本実験からみると，被災度区分

判定基準の耐震性能低減係数ηを用いて震災 RC

造の残存耐震性能の評価を行うと，被災後の建物

が耐えられる入力地震動のレベルを概ね安全側に

評価していることが再確認できた。 
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表－6入力倍率と損傷度の関係 

 損傷度 入力 
地震動 入力倍率 残存耐震

性能率 
PS－0 0 0.85 1 
PS－3 Ⅲ 

模擬地

震波 0.70 0.82 
PSD5 0 0.60 1 
PSD2 Ⅱ 0.41 0.68 
PSD3 Ⅲ 

Kobe波 
0.30 0.50 
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